
１．重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法
　　　定額法で減価償却を実施している。

（２）引当金の計上基準（２）引当金の計上基準
　　　　・退職給付引当金
　　　　　　事務局職員の退職給付に備えるため、当期末において発生していると認め

　　　　　　　られる額を、期末自己都合要支給額に基づいて計上している。
（３）消費税等の会計処理

　　　　　　　　　消費税等の会計処理は、税込方式で実施している。

基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。　　　　　　　　　

0

引当金の内訳は、次のとおりである。

５．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
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６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
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７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

経常収益への振替額
　事業費計上による振替額
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